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金誠同達の 11の分野と 39名の弁護士、「The Legal 500」の 2021年アジア太平洋ランキングリストで推薦を

獲得 

 

2021年 1月 14日に、国際的に著名な法律等級評定機構である The Legal 500は、その「2021年度アジ

ア太平洋ランキングリスト」を公開しました。金誠同達は高い業務能力、お客様から頂いた高いご評価、およ

び全国的に一体化した資源の優勢を頼りに、合わせて 50 のランキングリストでの推薦を獲得いたました。そ

のうち、WTO／国際貿易分野・区域ランキングリストでは、弊所の江蘇省南京支部が「第一等級法律事務所」
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の称号を獲得し、さらには 9の大きな業務分野においては、「重点推薦法律事務所」のランキングリストに入り

ました。このほかにも、弁護士の案件代理業績とお客様からのフィードバックを基に、金誠同達の 39 名の弁

護士が重点的な推薦を獲得いたしました。そのうち、日本業務チームの張国棟弁護士と李太陽弁護士は、長

期にわたる独占禁止法と競争法の分野での卓越した活躍により、The Legal 500 の独占禁止法と競争法の面

での推薦弁護士となりました。 

 

The Legal 500 は既に三十年の歴史を持ち、公認された世界的に著名な法律等級評定機構の一つであ

り、各司法区域の法律市場に対して客観的かつ公正な評価と洞察を提供しています。ランキングは各々の司

法区域に対する広範な調査と研究に基づき、多くの法律事務所を網羅し、三十万近くのクライアントのフィード

バックを収集しており、その厳格な等級評定標準は、推薦を獲得した法律事務所と弁護士が、いずれも業界

内での傑出した人物であることを反映しています。 

 

 

 

商務部と中国銀行保険監督管理委員会、重点外資企業に対する金融支援の程度を強化 

 

2020 年 12 月 10 日に、商務部弁公庁と中国銀行保険監督管理委員会弁公庁は共同で、「国務院が手

配した重点外資企業に与える金融支援の関連業務の貫徹と実施に関する通知」（中国語：「关于贯彻落实国

务院部署给予重点外资企业金融支持有关工作的通知」。以下「通知」）を公布した。「通知」の中では主として、

以下の関連政策の措置が提起されている： 

 

 融資環境の合理化、融資コストの引下げ、および重点外資企業の資金繰り運営の保障 

 重点外資企業の金融サービスにかかわる請願と問題に対する迅速な収集、反応および解決 

 銀行業を扱う金融機構と重点外資企業との間の需給の合致の推進 

 1 兆 5 千億元の再貸付と再割引に対する特別限度額支援の外資企業への同等な適用の確保。中

国輸出入銀行の 5700 億元の追加貸付の規模は、条件に該当する重点外資企業の積極的な支援

に用いることができる。 

 

（出典：http://www.mofcom.gov.cn/article/ae/ai/202012/20201203023846.shtml） 

 

 

 

生態環境部、「生態環境標準管理弁法」を公布 

 

2020年 12月 15日に、生態環境部は「生態環境標準管理弁法」（以下「弁法」）を公布した。弁法は 2021

年 2 月 1 日から施行される。「弁法」は全 10 章、54 条から成り、「環境標準管理弁法」と「地方における環境

質標準および汚染物質排出標準届出管理弁法」に対する整合的な改正である。 

 

「弁法」においては、六種類の標準が規定され、「生態環境リスク規制標準」が追加されており、土壌汚染

リスク規制、気候の変化への対応、海洋の生態環境の保護などの関連標準が、生態環境標準体系に組み込

まれている。このほかにも、「弁法」においては、「地方における生態環境質標準、地方における生態環境リス

ク規制標準、および地方における汚染物質排出標準が設けられている地区においては、地方標準を法により

優先的に執行しなければならない。」という旨が規定されている。 

http://www.mofcom.gov.cn/article/ae/ai/202012/20201203023846.shtml
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（出典：http://www.mee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk02/202012/t20201218_813921.html） 

 

 

 

刑法改正案（十一）、可決される 

 

2020 年 12 月 26 日に、第十三回全国人民代表大会常務委員会第二十四次会議においては、「中華人

民共和国刑法改正案（十一）」（以下「改正案」）が可決された。改正案は 2021 年 3 月 1 日から施行される。

「改正案」の中には、企業に関連する可能性のある以下の改正点が含まれている： 

 

 非国家公務員による収賄罪と職務横領罪の中に「金額が特に莫大」という状況が増加され、法定

の最高刑は、いずれも無期懲役とされている。 

 著作権侵害罪、商業秘密侵害罪などの法定の最高刑が、7 年の有期懲役から 10 年に引き上げら

れており、かつ、犯罪行為の具体的な状況が増加・細分化されている。 

 偽造薬生産・販売罪と粗悪医薬品生産・販売罪の中では、「薬品使用組織の者による偽造薬また

は粗悪医薬品である旨を明らかに知り得ている状況下における使用目的での他者への提供」とい

う条項が追加されており、法定の最高刑は、死刑とされている； 

 「人類の遺伝資源の違法な収集・密輸」などのバイオセーフティーにかかわる犯罪行為、および安

全生産などのその他の犯罪行為が追加されている。 

 

（出典：http://www.npc.gov.cn/npc/c30834/202012/850abff47854495e9871997bf64803b6.shtml） 

 

 

 

国家発展改革委員会と商務部、「外商投資産業奨励目録（2020 年版）」を公布 

 

2020 年 12 月 27 日に、国家発展改革委員会と商務部は「外商投資産業奨励目録（2020 年版）」（以下

「目録」）を公布した。目録は 2021年 1月 27日から施行される。2019年版と比較すると、「目録」においては、

合わせて 127の条項が増加され、88の条項が改正されており、外商投資の奨励範囲が更に拡大されている。

「目録」によると、外資企業はさらに一連の優遇政策を享受することができる。これには、次のものが含まれて

いる： 

 

 奨励類の外商投資項目に属し、投資総額内で輸入する私用の設備に対しては、「輸入免税不適用

重大技術設備・製品目録」および「外商投資プロジェクト免税不適用輸入商品目録」中の品目を除

き、関税徴収免除政策を実施する。 

 条件に該当する西部地区と海南省の奨励類産業に従事する外商投資企業に対しては、15%まで低

減させた基準に従って企業所得税を徴収する。 

 集約用地の奨励類外商投資工業プロジェクトに対しては、優先的に土地を供給し、土地譲渡最低

価格の確定時においては、所在地の土地の等級に対応する全国工業用地譲渡最低価格標準の

70%に相当する額を下回らない基準に従って執行することができる。 

 

（出典：https://www.ndrc.gov.cn/xxgk/zcfb/fzggwl/202012/t20201228_1260594.html） 

 

http://www.mee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk02/202012/t20201218_813921.html
http://www.npc.gov.cn/npc/c30834/202012/850abff47854495e9871997bf64803b6.shtml
https://www.ndrc.gov.cn/xxgk/zcfb/fzggwl/202012/t20201228_1260594.html
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最高人民法院、一組目の民法典にかかわる司法解釈を公布 

 

2020 年 12 月 30 日に、最高人民法院は記者会見を開き、司法解釈の整理の状況、および一組目の合わ

せて七つの民法典にかかわる司法解釈を公布した。これらの七つの司法解釈には、民法典の時間効力の適

用に関する若干の規定1、民法典の担保制度の適用に関する解釈2、民法典の物権編の適用に関する解釈3、

民法典の婚姻家庭編の適用に関する解釈4、民法典の承継編の適用に関する解釈5、建設工事施工契約紛

争案件の審理における法律適用問題に関する解釈6、労働争議案件の審理における法律適用問題に関する

解釈7が含まれており、いずれも民法典と併せて 2021年 1月 1日から施行されている。 

 

（出典：http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-282011.html） 

 

 

 

外商投資安全審査弁法の解説について 

 

作者  李 太陽 

 

Q：2020年 12月 19日に国家発展改革委員会と商務部は「外商投資安全審査弁法」を公布し、同弁法は

公布日から三十日後に施行される。ある意見によれば、この弁法の実施は外商投資に対して非常に大きな

影響を発生させるものと考えられているようである。この弁法の具体的な内容や、外商投資に対する影響など

についてご紹介願いたい。 

 

A：中国において、外商投資安全審査制度は実際のところは、一つの新しい制度ではありません。2006

年に既に商務部等が共同で公布していた「外国投資者による中国国内企業の合併買収に関する暫定規定」

の中では、外資による合併買収に対する安全審査制度が規定されていました。その後に、国務院及びその直

属の商務部等は一連の実施細則を公布し、外資の合併買収に対する安全審査の具体的な適用に対する規

定を行っています。今回公布された「外商投資安全審査弁法」は、これまでの外資による合併買収に対する

安全審査制度の承継および発展と理解することができます。以下におきましては、中国における外商投資安

全審査制度の発展およびその内容の概要に対し、簡単にご紹介させていただきます： 

 

1、中国における外商投資安全審査制度の確立と発展の概要 

 

外資の合併買収にかかわる安全審査制度については、最も早い段階においては、商務部等が 2006 年

8 月 8 日に公布した「外国投資者による中国国内企業の合併買収に関する暫定規定」（同年 9 月 8 日から施

行）の第 12 条の中で確認することができます。その規定によりますと、外国投資者が中国国内企業を合併買

 
1 参照：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282051.html 
2 参照：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282721.html 
3 参照：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282101.html 
4 参照：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282071.html 
5 参照：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282091.html 
6 参照：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282111.html 
7 参照：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282121.html 

http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-282011.html
javascript:SLC(44880,0)
javascript:SLC(44880,0)
http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282051.html
http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282721.html
http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282101.html
http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282071.html
http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282091.html
http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282111.html
http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-282121.html
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収して実質的な支配権を取得し、重点的な業界にかかわっており、国家経済の安全に影響し、もしくは影響す

るおそれのある要素が存在し、または著名商標もしくは中国における従来の有名ブランド（中国語：「中華老

字号」）を所有する中国国内企業の実質的な支配権の移転を引き起こす場合には、当事者はこれについて商

務部に申告等を行わなければならないとされています。その後に、2008 年 8 月 1 日に実施が開始された「独

占禁止法」においても、外資による合併買収に対する安全審査の関連規定が設けられています。 

 

上述の規定を基に、2011 年 2 月 3 日には、「外国投資者による中国国内企業の合併買収に対する安全

審査制度の確立に関する国務院弁公庁の通知」が公布されました。その後に、商務部はさらに「外国投資者

による中国国内企業の合併買収に対する安全審査制度の実施関連事項に関する商務部の暫定規定」等を

公布し、外資による合併買収に対する安全審査の審査範囲、審査内容、審査業務の仕組み、主要手続、文

書・資料の要求、審査結果などに対する明確化を行っています。 

 

2015 年 4 月 8 日には、国務院弁公庁が「自由貿易試験区外商投資国家安全審査試行弁法」（国弁発

〔2015〕24 号）を公布し、自由貿易試験区内における外商投資安全審査の範囲、審査内容、業務の仕組み、

手続などに対する明確化を行っています。 

 

2015 年 7 月 1 日に公布・実施された「国家安全法」の第五十九条においては、国家安全審査制度の外

延が、外資による中国国内企業の合併買収以外の貿易等のその他の分野にまで更に拡張されています。

2020 年 1 月 1 日に正式に実施された「外商投資法」においては、外商投資の国家安全審査制度が正式に確

立されています。この二つの法律を基礎とし、2020 年 12 月 19 日に、国家発展改革委員会と商務部が「外商

投資安全審査弁法」を公布しています。 

 

前文から見ますと、外商投資安全審査制度は実際のところは、従来の外資による合併買収に対する安

全審査制度の承継および発展と理解することができますが、一つの真新しい制度ではありません。 

 

2、外商投資安全審査の範囲 

 

規定によりますと、国家の安全に影響を及ぼし、または影響を及ぼすおそれのある外商投資に対しては、

法により安全審査を行う必要があります。ここにいう外商投資とは、外国投資者が直接または間接的に中華

人民共和国の国内（以下「中国国内」）において実施する投資活動をいい、これには、（1）外国投資者が単独

またはその他の投資者と共同で中国国内において投資するプロジェクトの新規立ち上げまたは企業の設立

（すなわち「グリーンフィールド投資」）、（2）外国投資者の合併買収の方法を通じた中国国内企業の持分また

は資産の取得（すなわち「持分または資産の合併買収」）、および（3）外国投資者のその他の方法を通じた中

国国内における投資が含まれています。8 

 

安全審査の範囲内の外商投資は、国家の安全にかかわる外商投資と、その他の外商投資という二つの

大きな類型に分けることができ、二つの類型の各々の具体的な要求は、下表の示すとおりとされています： 

 
8 「外国投資者のその他の方法を通じた中国国内における投資」の具体的な範囲につきましては、現在のところは明確な

規定は存在していません。「商務部公告 2011年第 53号――外国投資者による中国国内企業の合併買収に対する安全

審査制度の実施に関する商務部の規定」における第 9条の規定を参考にしますと、外国投資者の投資については、取引

の実質的な内容と実際の影響の面から、それが外商投資安全審査の範囲に属するか否かを判断すべきであるものと弊

職らは理解しています。外国投資者がその他の典型的ではない方法（代理保有、信託、多層的再投資、賃貸借、融資、

持分変動事業体〈VIE：Variable Interest Entity〉、中国国外における取引などを含むが、これらに限定されない。）を採択し

て実施する中国国内における投資は、原則として、依然として外商投資安全審査の範囲に属する可能性があります。 
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外商投資の

類型 

具体的な分野・範囲 その他の要

求 

国防上の安

全にかかわる外商

投資 

軍事工業や軍事工業関連等の国防上の安全にかか

わる分野への投資、および軍事施設と軍事工業施設の周

辺地域における投資 

なし 

その他の外商

投資 

国家の安全にかかわる重要農産物、重要エネルギ

ー・資源、重大設備の製造、重要インフラ、重要運輸サー

ビス、重要文化製品・サービス、重要な情報技術およびイ

ンターネット製品・サービス、重要金融サービス、重要技

術、および他の重要分野への投資 

投 資 対 象

企業の実質的な

支配権の取得 

 

上表の示すとおり、国防上の安全にかかわる外商投資には、「投資対象企業の実質的な支配権の取得」

という要求は存在していません。言い換えますと、この種の外商投資に対しては、投資者が「投資対象企業の

実質的な支配権を取得している」か否かを問わず、いずれも外商投資安全審査を行う必要があります。一方、

国防上の安全にかかわる外商投資以外のその他の外商投資に対しては、ただ対象となる業界または分野の

範囲に属し、これと同時に「投資対象企業の実質的な支配権を取得している」という場合においてのみ、初め

て外商投資安全審査を行う必要があります。 

 

「投資対象企業の実質的な支配権取得」の認定については、以下の状況が含まれています：1）外国投

資者が企業の 50%以上の持分を保有しているとき。2）外国投資者が保有している企業の持分は 50%に足りて

いないが、同者の有する議決権が株主会、株主大会または董事会の決議に対して重大な影響を発生させる

ことができるとき。3）その他の外国投資者が企業の経営の意思決定、人事、財務、技術等に対して重大な影

響を発生させることのできる事態を引き起こす状況。しかし、外国投資者の「支配権」または「重大な影響」を

どのように認定すべきかについては、今後公布される実施細則等の中で更に明確化される必要があります。 

 

3、外商投資安全審査の申告と受理部門 

 

規定の下で、中国においては外商投資安全審査業務機構（以下「業務機構」）が特別に確立されており、

外商投資安全審査業務の組織・調整・指導の責任を負っています。業務機構弁公室は国家発展改革委員会

の下に設けられており、国家発展改革委員会と商務部が主導し、外商投資安全審査の日常的な業務を担当

しています。 

 

外商投資安全審査の申告資料も、国家発展改革委員会の政務服務大庁が受理を担当しています。申

告資料には、主に当事者及び投資取引の概要などが反映された申告書、投資案、投資取引による国家の安

全への影響についての説明などが含まれています。 

 

申告範囲内の外商投資に対し、当事者（外国投資者または中国国内の関連当事者）は業務機構弁公室

に申告を行わなければなりません。当事者は業務機構弁公室に外商投資を申告する前に、関連問題につい

て業務機構弁公室に照会を行うことができます。照会の際には、相応の書面の説明等の資料を提出する必

要のある可能性があります。 

 

外商投資安全審査は原則として、外国投資者が自発的に申請を行いますが、しかし、外国投資者が自



                                                                      

7 

発的に申請を行っていない場合において、関連の機関、企業、社会団体、社会の公衆等が外商投資安全審

査を行う必要のあるものと考えたときは、業務機構弁公室を通じて提案または通報を提起することができます。

業務機構弁公室は外商投資安全審査実施の必要性が確かにあるものと考えた場合には、審査の実施を決

定することもできます。 

 

4、外商投資安全審査の内容 

 

外商投資安全審査の審査内容については、「外商投資安全審査弁法」そのものの中では規定されてい

ません。これまでに公布されている外資による合併買収に対する安全審査の関連規定を参考にしてみますと、

その審査内容には以下のいくつかの面が含まれている可能性があります：外商投資取引の国防上の安全や

国家の安全（国防上の安全に必要な中国国内製品の生産能力、中国国内サービスの提供能力および関連

設備・施設を含む。）に対する影響、外商投資取引の国家経済の安定的な運営に対する影響、外商投資取引

の社会の基本的な生活秩序に対する影響、外商投資取引の国家の安全にかかわる重要な技術研究開発能

力や重要な業界・分野等に対する影響など。 

 

5、外商投資安全審査手続 

 

「外商投資安全審査弁法」の規定によりますと、中国における外商投資に対する安全審査の審査手続は、

仮審査、一般審査、および特別審査の三つの手順に分かれています。初めに、業務機構弁公室は仮審査

（15 営業日）を通じて安全審査を行う必要のある外商投資取引を選別します。安全審査を行う必要のある外

商投資取引に対しては、先に一般審査（30 営業日以内に完成）を行い、一般審査を通過することのできなか

ったものに対しては、改めて特別審査（60 営業日以内に完成し、特定の状況下においては延長することがで

きる。）が始動されます。 

 

審査手続において、申告当事者は業務機構弁公室の安全審査業務に協力し、安全審査に必要な資料

と情報を提供し、関連の尋問を受けなければなりません。安全審査の過程において、申請者は取引案の修正

または投資取引の撤回を業務機構弁公室に申請することができます。 

 

6、審査の結果 

 

申告された取引の国家の安全に対する影響に基づき、業務機構弁公室が安全審査を行った後の最終

的な審査と決定の類型は、主に下表のとおりになるものとされています： 

 

取引の国家の安全に対する影響の

状況 

審査と決定の類型 

申告された外商投資が国家の安全

に影響を及ぼさないとき。 

安全審査通過の決定が下され、当事者は投資を

実施することができる。 

申告された外商投資が国家の安全

に影響を及ぼすとき。 

投資禁止の決定が下され、既に実施していたとき

は、持分または資産を期限を設けて処分し、および他

の必要な措置を採択して投資実施前の状態に戻し、国

家の安全に対する影響を解消しなければならない。 

申告された外商投資が国家の安全

に影響を及ぼす場合において、条件の

条件付きで安全審査通過の決定が下され、かつ、

決定書の中では付加条件が列挙され、当事者は付加
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付加を通じて国家の安全に対する影響

を解消することができ、かつ、当事者が

付加条件の受入れを書面をもって確約

したとき。 

条件に従って投資を実施しなければならない。 

 

7、違法責任および関連事例 

 

規定によりますと、当事者に申告の拒否、虚偽内容のねつ造、付加条件の不執行などの規定違反行為

が存在していた場合においては、業務機構弁公室は是正を命じることができます。当事者が是正を拒否した

ときは、持分または資産を期限を設けて処分し、および他の必要な措置を採択して国家の安全に対する影響

を解消するよう命じることができ、かつ、不良信用記録の追加等を通じて懲戒を行うこともできます。 

 

関連の事例につきましては、全面的ではないリサーチによりますと、現在のところは永輝スーパーマーケ

ットによる中百グループの合併買収案件などの少数の公開されている事例が存在しています。この事例の中

では、永輝スーパーマーケットが中百グループの持分に対する株式公開買付の実施を計画していた際に、永

輝スーパーマーケットの大株主が中国国外の企業であったことから、2019 年 8 月 21 日に永輝スーパーマー

ケットは国家発展改革委員会の書状を受け取り、外商投資安全審査申告の実施を要求されました。その後、

永輝スーパーマーケットは外商投資安全審査申告を実施し、2019 年 12月 27 日にはさらに公告を公表し、同

社が本件買収を中止するよう申請した後で、国家国家発展改革委員会は「12 月 25 日付けで当該株式公開

買付に対する審査を終了した」という旨を明らかにしました。推測によりますと、永輝スーパーマーケットによる

買収中止の原因は、永輝スーパーマーケットがこの取引の引き起こすおそれのあった国家の安全に対する

審査部門の懸念を払しょくすることができなかったからであったものと思われます。 

 

上述の事例を踏まえた上で見てみますと、ここ数年、中国においては全体的に外商投資手続の利便化

と市場参入条件の内外資平等化の改革が強化されており、これと同時に、外資の合併買収に対する安全審

査と企業結合（中国語：「経営者集中」）審査は既に、外資の中国における投資の実施に影響する最も主要な

監督管理手続になっています。国家の安全と公共の秩序は一般的には各国の外資審査のレッドラインである

ことから、ひとたび投資されるプロジェクトがこれらの分野にかかわっていた場合には、投資取引は非常に大

きな不確定性に直面することになります。このため、投資取引の円滑な実施を確保するためには、取引にお

いて可能な限り早期にその中に存在する可能性のある国家安全リスクを洗い出して必要な対策を採択し、こ

れにより取引の円滑な推進を最大限に確保する必要があります。 

 

 

 

「中華人民共和国輸出管制法」中日対訳 

 

中国では、化学品・核・軍用品・核関連のデュアルユース品・ミサイル・生物関連のデュアルユース品とい

った種類によってそれぞれ条例が制定されているように、デュアルユース品目・軍用品に対する輸出管制（※

管理＋規制）関連の規則が分散しており、統一した法律根拠がない状態が長年続いていました。2020 年 12

月 1 日をもって施行する「輸出管制法」は、デュアルユース品目・軍用品に対する中国の輸出管制政策、管制

リスト、管制措置及び監督管理に関する制度上の枠組みと規則を確立しました。これにより、企業は、中国の

輸出管制関連コンプラインス要件をより把握しやすくなると予想されます。ただ留意が必要なのは、「輸出管

制法」は、デュアルユース品目・軍用品等の軍事に直接・間接的に関係する輸出をメインに規制する法律です。
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軍事に関係しない輸出の場合、企業は依然として「対外貿易法」、「貨物輸出入管理条例」、「技術輸出入管

理条例」及び関連目録の規定を参照する必要があります。「輸出管制法」中日対訳の詳細につきましては、こ

ちらをご覧ください。 

（終わり） 

 

 本誌は無料で配布させていただきます。 

 お問い合わせやご意見のある方は newsletter@jtnfa.comまでご連絡ください。 

 本誌内容の一般性のため、掲載内容を基にした商業活動による損失は弊所では責任を負いかねます

のでご了承下さい。 

 なお、本誌は弊所が PDF ファイル形式により配布するもので、ヘッダーを含む PDF ファイルの全文を変

更せずに配布される場合は許可しますが、それ以外の場合には弊所にご相談ください。 
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